
国の制度として「２０人程度学級」を展望した 

少人数学級の実現を要望する意見書 

 

現在、コロナ禍の中で、子どもも学校も多くの不安と心配を抱えており、感

染防止のため、学校教育の現場においても身体的距離の確保が重要となってい

ます。しかし、現状の４０人学級の教室では子どもたちの身体的距離が確保で

きず、密集状態となってしまい、これを避けるためには少人数学級にする必要

があると考えられます。 

 本来、学校現場では一人一人の子どもとじっくりと向き合い、悩みに耳を傾

け、個別の指導をすることが大切であり、教育現場では少人数学級の実現が強

く望まれていました。日本教育学会は、以前から２０人前後の少人数学級が望

ましいという見解を示していましたが、今回のコロナ禍で十分な教育を保証す

るために教員を１０万人増員すること、根本的に教育関連予算を増額すること

を提案しています。 

 本年７月３日には、全国知事会・全国市長会・全国町村会は連名で「少人数

編制を可能とする教員の確保」を政府に要望しており、７月１７日に閣議決定

された「骨太方針２０２０」でも「少人数によるきめ細やかな指導体制の計画

的整備」が初めて盛り込まれました。来年度予算の編成にあたっては、少人数

学級を実現する予算措置が、強く望まれています。 

 以上のことから、下記の措置を講じられるよう要望いたします。 

 

記 

１ 「２０人学級」を展望し、少人数学級を実現すること。そのために国は「公

立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」を改正

し、教職員定数改善計画を立てること。 

 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出します。 
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